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 調査概要

本市では、国道269号沿いへの「道の駅田野」の移転整備に向け、令和7年度の第1回調査や地域住民との対話等を経
て、令和8年3月に「移転整備基本計画」を策定しました 。同計画を基に今後の円滑な事業化に向けて民間事業者から意
見を伺い、管理運営や設計・施工に携わる事業者がより参画しやすい事業手法や公募条件を構築するため、サウンディ
ング型市場調査を実施しました。

令和８年４月１４日（火）　〜　　令和８年５月２９日（金)

参加事業者：１１社　※ 公表に同意の得られた事業者名を掲載しています。（以下、五十音順）
（株）岩切設計、（株）坂下組、（株）SAZANKA FARM、（株）スペース、（有）セルグッズ、（株）タカヒラ、田野町商工会、
道本食品（株）、（株）山﨑ビル環境サービス、□原建設（株）

１　事業参画意欲と事業スキーム
・基本計画を踏まえた本事業への参画意欲について
・円滑に事業を推進するための望ましい官民の役割分担や事業手法について 
　
２　収支計画と運営管理
・独立採算制（指定管理料0円）での運営について
・指定管理者が行う施設の管理業務について
・事業者が市へ支払う納付金の額や設定方法について
・長期的かつ安定的な事業継続を可能とする適切な運営期間の設定について
　
３　運営ノウハウを活かした施設機能の最適化
・基本計画上の想定値（利用者数・売上等）について
・収益性を最大限発揮するための物販・飲食等の最適な面積配分や、追加　
　機能の検討について
・開業準備に要する具体的な期間及び費用について   

４　施設整備計画の検証
・基本計画で想定されている概算事業費や工期による着実な整備　
の可否について
・施設配置案における利用者の利便性や周辺環境（隣接宅地等）　
への配慮について　
　
５　地域への貢献
・地元産品を使用した商品開発や地域の人材活用について
・地域の事業者との連携手法や、持続可能な地域活性化イベント
　内容等について 

調査目的

対話期間

参加事業者

調査目的

１



１　事業参画意欲と事業スキーム

■意見の総括

■事業者からの主な意見

• 事業への参画意欲については、多くの事業者から参画意欲が示された
• 設計・施工・運営事業者によるチーム結成の難しさなどを理由に、単独でも応募しやすい「EOI方式」を望む意見が多く示された
• 一方で設計・施工を一括で発注する「DB方式」の採用により、価格変動リスクへの対応や工期短縮が見込まれるとの意見も出された

【本事業への参画意欲について】
• EOIでもDBOでもどちらでも参画を考えている
• 基本計画を踏まえたうえで前向きに検討している
　　　
【事業手法について】
• 事業手法については、DBO方式での参画を希望する
• 運営・設計・施工業者で事業を円滑に進めるためには、EOI方式の方が良い
• チームを組む難易度を考慮すると、EOI方式の方が参画しやすい
• DBOはコスト重視になってしまうため、EOI方式が望ましい
• DB・DBO方式は一括施工が可能で、また、業者間の意思疎通や判断を早期に行えることから、工期短縮が見込める
• 価格変動のリスクを考慮すると、あらかじめ予算を決めて一括発注するDB方式のほうが確実に事業を進められる
• DBO方式となった場合、建設側にとって「チームを組むための運営事業者の確保」が一番のネックになる

２

 対話結果



２　収支計画と運用管理

■意見の総括

■事業者からの主な意見

• 指定管理料なしの「独立採算制」による運営は概ね可能であるとの意見が示された
• 市へ支払う納付金については、初期投資がかかる供用開始初期の負担を低く抑えて段階的に引き上げる方式や民間事業者から自由に

提案できる方式にすることで、運営事業者が参画しやすくなるとの意見が示された
• 施設の運営期間については、設備（什器・備品等）投資回収の観点などから、10年程度を望む声が多く示された

【独立採算制での運営について】
• 独立採算制での運営は可能
• 販管費等の高騰により、独立採算制は不安がある
　

【指定管理者が行う施設の管理業務について】 
• 日常清掃等については従業員での対応は可能であるが、定期点検や清掃は行政側で実施してほしい
 

【市へ支払う納付金について】
• 納付金は指定管理者の利益を基に算定してもらいたい。また、指定管理期間中に納付率の見直しをする機会がほしい
• 売上に対する納付（納付率の設定）自体は対応可能であるが、売上の状況に応じて納付率を変動させることも考えられる
• 公募を行う際の納付率は民間事業者により自由に提案できる方法だと応募が集まりやすくなる。また、売上に対する納付率の設定は

ハードルが高い
• 売上に対する納付率の設定については理解したが、民間事業者が什器・備品等の購入を負担する場合は、供用開始後から3年程度は

納付率を低く設定する等の措置をとってもらいたい
 

【適切な運営期間について】 
• 設備投資分の回収を考慮すると、10年ほどの運営期間が望ましい
• 10年は少し長い印象があるため、7年が良い

３

 対話結果



３　運営ノウハウを活かした施設機能の最適化

■意見の総括

■事業者からの主な意見

• 基本計画上の来場者数や売上額の想定値については、概ね妥当であるとの意見が示された
• 開業準備に要する期間については、事業者の業態や準備内容に応じて3ヶ月から2年程度まで、幅のある意見が示された
• 開業準備に係る費用（什器・備品等の購入）については、民間事業者側での負担が可能とする意見がある一方、将来の指定管理者交代

時における資産の取扱いの難しさ等を考慮し、行政側での準備や支援を求める意見も示された

【基本計画上の想定値（来場者数や売上）について】
• 基本計画上の来場者数や売上額は実績のある民間事業者が運営するならば妥当な数字と考える
• 基本計画にある売上や利用者数の見込みは妥当な数字である

【開業準備に要する期間・費用について】
• 開業準備には約2年程度の期間が必要。また、開業準備に係る費用について、行政からの支援がほしい
• 事業説明会、什器・備品等の注文、オープニングに向けた諸準備などで、約3ヶ月程度ほしい
• 民間事業者で什器・備品等を購入した場合、指定管理者が代わる際の取り扱いが難しいため、行政側で準備してほしい
• 開業準備に係る費用（什器・備品等の購入）は民間事業者の負担として問題ない
• 開業準備において、道の駅は市の管轄施設のため、供用開始の1年ほど前に、市の協力のもと地元の農業従事者や地元業者に向けた

説明会を開催したい

４

 対話結果



４　施設整備計画の検証

■意見の総括

■事業者からの主な意見

• 計画上の工期については問題ないスケジュールであるとされる一方、概算事業費については物価高騰や造成工事の影響から、現時点
での見極めに対して慎重な意見が示された

• 施設配置については、外部から賑わいが伝わる視認性の高い配置を求める意見のほか、隣接する住宅地に十分配慮した対策を行う必
要があるとの意見が示された

【基本計画上の概算事業費や工期等について】
• 基本計画上の施設規模は、現在の建設物価からすると非常にギリギリなラインである
• 物価上昇が激しいため、着工時に概算事業費内で収まるかどうか判断できない
• 敷地の高低差がある場合の造成工事は予想以上に費用を要する可能性がある
• 計画上の造成・設計等の期間は、週休2日制の義務化を考慮しても「少し長めに確保されている」という印象であり、施工自体は 問題な

いスケジュールである

【基本計画上の施設配置案や周辺環境への配慮について】
• 外から見ても賑わっている様子がわかりやすい配置にすべき
• 隣接する住宅地との間にフェンスを設置する場合、高さを高くすれば威圧感を感じる原因となることを考慮し決める必要がある
• 収益性を最大限高めるため、物販・飲食スペースの面積や配置を決めず、運営事業者の要望に柔軟に対応できるような条件で公募を

行うと良い
• 農産物等を搬入する施設の入口をどの場所に設置するかをよく検討した方が良い
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５　地域への貢献

■意見の総括

■事業者からの主な意見

• 地元雇用の創出や教育機関等との連携、地場産品の活用による産業振興など、地域に根差した取組を推進する意向が示された
• 事業者や住民が広く参画し、地域内の交流や賑わい創出につながるイベント等の実施を求める意見が示された

【地域資源の利活用と住民・事業者との連携・交流】
• 地域住民を従業員として採用したい
• 地域のネットワークを活かして物産を集め、小規模な生産者やクリエイターが成長できる『チャレンジの場』として機能させたい
• 地域の大学や高校と連携した取組を行いたい
• 地場産品を使用した商品開発を行い、新たな田野ブランドを構築する
• 地域の事業者や地域住民参加型のイベントを行い、交流を深めたい

６

 対話結果



① 多くの事業者から本事業に対する高い参画意欲が示された。設計・施工・運営が一体となる「DBO
方式」については、チームを組織することが難しい面があり、民間側の参画ハードルが高くなること
から、単独でも応募しやすい「EOI方式」を望む意見が多かった。また、激しい物価高騰・工期短縮に
対応可能な「DB方式」等に関する意見もあったため、これらを踏まえて事業者がより参加しやすい
最適な整備手法や公募条件の検討を行っていく。

② 什器や厨房機器等の初期投資（設備投資）を民間事業者が負担する場合、売上に対する納付率を
期間中一律で設定することは、初期の経営において負担となる懸念が示された。また、運営期間に
ついては民間投資の資金回収の観点から、相応の期間の確保が必要であるとの見解が示された。
そのため、事業者の投資リスクや採算性を考慮し、安定的な事業継続を可能とする柔軟な納付金
制度や適切な運営期間の設定に向けた検討を行っていく。

③ 供用開始前に行う地元農家の組織化や広報広告等について、相応の準備期間が必要であるとの
意見が示された。そのため、円滑な立ち上げや良好な地域との関係構築に向け、適切な開業準備
期間の設定やスケジュール確保に向けた検討を行っていく。

７

 総　括


